










平成２８年度行政改革推進委員会 次第 

日時 平成２９年２月３日（金） 

午前１０時～ 

会場 市役所東館３階 会議室１０ 

挨拶 

議題 

１  委嘱状交付、会長等の選任 

２  推進委員会の公開について 

３  第６次豊明市行政改革大綱（案）について 

４  豊明市公共施設適正配置計画の策定について 

５  その他

【資料】

資料１ 豊明市行政改革推進委員会設置条例

資料２ 豊明市行政改革推進委員会の公開等に関する取扱要領

資料３ 新行政改革の基本指針

資料４ 第６次豊明市行政改革大綱（案）

資料５ 豊明市の公共施設の適正配置
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○豊明市行政改革推進委員会設置条例

昭和６０年５月２５日

条例第１３号

（設置）

第１条　社会経済情勢の変化に対応した簡素にして効率的な市政の実現を推進する

ため、豊明市行政改革推進委員会（以下「委員会」という。）を置く。

（任務）

第２条　委員会は、市長の諮問に応じて、豊明市の行政改革の推進に関する重要事

項を調査審議する。

（組織）

第３条　委員会は、委員１５人以内をもって組織する。

２　委員は、市政について優れた識見を有する者のうちから市長が任命する。

（会長）

第４条　委員会に、会長を置き、委員の互選によりこれを定める。

２　会長は、会務を総理し、委員会を代表する。

３　会長に事故があるときは、あらかじめ会長の指名する委員が、会長の職務を代

理する。

（委員）

第５条　委員の任期は３年とする。ただし、補欠委員の任期は、前任者の残任期間

とする。

（会議）

第６条　委員会の会議は、会長が招集し、会長が議長となる。

２　委員会の会議は、委員の半数以上が出席しなければ開くことができない。

３　委員会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決する

ところによる。

（庶務）

第７条　委員会の庶務は、行政経営部企画政策課において処理する。

（委任）

第８条　この条例に定めるもののほか、委員会に関し必要な事項は、市長が定める。

附　則

この条例は、昭和６０年６月１日から施行する。

附　則（平成１６年条例第４号）

この条例は、平成１６年４月１日から施行する。

附　則（平成２２年条例第３号）

この条例は、平成２２年４月１日から施行する。

附　則（平成２５年条例第９号）

この条例は、平成２５年４月１日から施行する。

資料№１



豊明市行政改革推進委員会の公開等に関する取扱要領 

1 会議の公開  

 豊明市行政改革推進委員会（以下「推進委員会」という。）の会議は公開する

ものとする。ただし、会議の内容を公開することが適当でないとして、推進委

員会が判断した場合は、公開しないことができる。 

２ 傍聴者の人数  

 傍聴者の人数は、会議の会場に応じて定める。 

 また、傍聴者は先着順とする。但し、定員を超えた場合は、市内在住、在勤、

在学者を優先することとする。 

３ 会議の公開の周知  

 会議の開催日時、場所、傍聴者の人数は、「豊明市公式ウェブサイト」に掲載

する。 

４ 傍聴の申し込み 

 会議の傍聴を希望する者は、事務局にその旨を申し込むものとする。 

５ 傍聴の遵守事項 

 (1) 傍聴者は、私語や推進委員会に対する発言はできない。  

(2) 推進委員会が特に認めた場合を除き、会議の録音又は撮影はできない。  

 (3) 会議の進行を妨げる行為が見受けられた場合、会長は、その者を退室さ

せるとともに、次回以降の会議の傍聴を拒否することができる。 

６ 会議資料の取扱い 

 会議資料は、別に定めのある場合、又は支障があると認める場合を除き、傍

聴者に貸与する。 

７ 議事録の作成及び公開 

 事務局は、会議の議事録を作成し、公開するものとする。この場合に、議事

録は、出席委員の確認を受けるものとする。 

８ その他 

 この要領に定めるもののほか、必要な事項は会長が推進委員会に諮って定め

る。 

９ 施行等 

 この要領は、平成２９年２月３日から施行する。 

資料№２



第５次総合計画に掲げる４０のめざすまちの姿を実現

するため、施策・事業等の最適化を図り、持続可能な

行政運営を推進する必要があります。 
■社会経済情勢の変化への対応（予算配分の最適化）

■多様化する市民ニーズへの対応（実施主体の最適化） 

■老朽化する公共施設への対応（公共施設の最適化）

■厳しい財政状況への対応（事業の最適化）

持続可能な行政運営の推進には、最小の経費で最大

の効果を得る『行政経営』の視点を持って改革を進め

ます。 
■目標達成のための成果を重視した視点

■行政資源の選択と集中の視点

■質の向上を目指した改善の視点 

■多様な主体者との連携の視点

■ 組織・人材のマネジメント 

・指定管理、民間委託など民間活力の活用による小さくて強い豊明市の構築を進めていきます。 

  ・市民ニーズや社会情勢の変化に対応するための効果的、効率的な組織機構の構築を進めていきます。 

  ・職員一人ひとりが高い目標を持ち、課題解決に必要な能力の向上に努めます。 

■ 施設のマネジメント 

  ・公共施設適正配置計画の策定を通じ、公共施設のあり方を検討し、将来を見据えた施設の適正配置と市有財産 

   の有効活用を図ります。 

  ・公共施設やインフラ施設を適切に保全し、長寿命化を図ることにより、ライフサイクルコストの縮減に努めます。 

■ 部内マネジメント 

・行政評価を活用して事業の成果等を検証し、施策や事務事業の重点化を図り、事業の成果等を検証し、事業の

有効性や効率性を高めるための改善に努めます。 

  ・行政の役割や責任を見極め、地域の住民力や民間のノウハウを積極的に活用し、サービスの向上を図ります。 

組織マネジメント、人材マネジメントの推進 

新行政改革の基本指針
～第５次豊明市総合計画『めざすまちの姿』実現のために～

行政改革の目的

公共施設マネジメントの推進 【重点取組事項】

部門別包括予算による部内マネジメントの推進

行政経営の取組方針

行政改革の実施方針

ヒト

カネモノ

ＰＤＣＡサイクルによる最適化

改革推進の視点
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（案）

第６次豊明市行政改革大綱 

行政改革の基本指針

～第５次豊明市総合計画『めざすまちの姿』実現のために～

平成２９年 月 

愛知県豊明市 

資料№４
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１ 策定の趣旨 

  行政改革は、社会経済情勢の変化に対応し、簡素で効率的な市

政実現のため、昭和６０年の第１次行政改革からスタートし、コ

ストの削減や事業の効率化を図ってきました。

  今後、更なる少子高齢化の進展に伴い財政状況の悪化が予測さ

れる中、平成２８年度よりスタートした第５次豊明市総合計画に

掲げる４０のめざすまちの姿の実現に向け、必要な改革を推進す

るため、その指針となる第６次豊明市行政改革大綱を策定します。

２ 新たな行政改革の必要性 

  少子高齢化に伴う社会経済情勢の変化や多様化する市民ニーズ

への対応、学校など老朽化した公共施設の一斉更新問題への対応

など市を取り巻く環境は一層厳しさを増していくことが予測され

ます。

第５次豊明市総合計画に掲げる４０のめざすまちの姿の実現と

将来にわたって安定した市民サービスを提供するため、限られた

財源の中で最大限の効果が発揮できるよう、これまでの行政の仕

組みや組織の体制を柔軟に見直していくことが必要です。

第５次行政改革では、自己改革力ある自治体経営を目指し、行

第６次豊明市行政改革大綱
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政改革に取り組んでまいりました。第６次行政改革においても、

職員一人ひとりが行政経営の視点を持って、施策や事業等の最適

化を図り、持続可能な行政運営を推進するため、更なる行政改革

に取り組んでいく必要があります。

本市取り巻く状況

【将来推計人口】

本市の将来人口は、減少が予想され、平成 52年には 60,823人となり、14歳
以下の年少人口及び 15歳から 64歳までの生産年齢人口は、平成 27年度と比べ
て約 9,000 人減少すると予想されます。本市の人口は現時点においても増加し
ているところではありますが、長期的には減少が避けられないため、今後も人

口動向の推移を注視するとともに、財政計画への影響を考慮し行政改革を進め

ていきます。

出典：第５次豊明市総合計画
【人口に関する補足】

平成 27年人口推計値は 69,746人としているが、その後、69,127人と国勢調査結果が公表された。

第６次豊明市行政改革大綱
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【公共施設更新費用推計】

豊明市の公共建築物は、昭和４７年の市制施行時期に急速に整備が進みまし

た。今後、これらの公共建築物については一斉に更新時期を迎えることになり

ます。総務省の更新投資試算ソフトを用いたシミュレーションの結果、今後４

０年間で必要となる修繕・更新費は総額で８００億円近くに及びます。年平均

では約１９．９億円／年となり、近年の投資的経費の約２．９倍の予算が必要

になってきます。 

出典：豊明市公共施設等総合管理計画

少子高齢化の進展に伴う税収の減少や社会保障関連費用の増加により、市の

財政状況は、厳しさを増す状況の中で、老朽化するすべての公共施設を更新す

ることは不可能です。豊明市公共施設等総合管理計画では、公共施設の延床面

積の３０％縮減を目標とし、面積縮減で軽減される管理運営費用を更新費用に

充てることとしています。

第６次豊明市行政改革大綱
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３ 行政経営の取組方針 

行政経営を推進する４つの視点と３つのマネジメント

【４つの視点】

  持続可能な行政運営を推進するため、最小の経費で最大の効果

を得る『行政経営』の視点を持って施策、事業等の最適化に取り

組んでまいります。

     ・目標達成のための成果を重視した視点

     ・行政資源の選択と集中の視点

     ・質の向上を目指した改善の視点

     ・多様な主体者との連携の視点

【３つのマネジメント】

  行政経営の推進にあたっては、３つのマネジメントにより経営

資源等の最適化を図ってまいります。

◎ヒトの最適化（組織マネジメント、人材マネジメント）

   ４つの視点を持って、事業の最適化を図るのはヒト、すなわ

ち職員です。行政課題に対して迅速かつ的確に対応できるよう

組織体制の構築を図ると共に、定員管理、人材育成に努めてま

第６次豊明市行政改革大綱
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いります。

◎モノの最適化（公共施設マネジメントの推進）【重点取組事項】

   近い将来に到来する公共施設の一斉更新問題に対応するため、

公共施設サービスのあり方等を検討し、公共施設適正配置計画

の策定及び推進に取り組んでまいります。なお、公共施設マネ

ジメントは、行政改革の重点取組項目として全庁的に取り組ん

でまいります。

◎カネの最適化（部内マネジメントの推進）

平成２８年度の予算編成から導入した部門別包括予算（枠配

分予算）において、担当部長による部内マネジメントに取り組

んでいます。成果重視の行政経営を行うため、行政評価に基づ

いた施策の重点化や事務事業の改善など更なる部内マネジメン

トを進めてまいります。

４ 行政改革の実施方針 

  行政改革を実効性のあるものとするためには、現場起点の発想

が重要です。事業を実施する所管課は、その成果を検証し、改善

を図っていく責任があります。

施策、事業等の最適化は、ＰＤＣＡサイクルを継続的に実施す

第６次豊明市行政改革大綱
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ることにより実現していきます。

◎組織・人材のマネジメント

・指定管理、民間委託など民間活力の活用による小さくて強い豊

明市の構築を進めていきます。

・市民ニーズや社会情勢の変化に対応するための効果的、効率的

な組織機構の構築を進めていきます。

・職員一人ひとりが高い目標を持ち、課題解決に必要な能力の向

上に努めます。

◎施設のマネジメント

・公共施設適正配置計画の策定を通じ、公共施設のあり方を検討

し、将来を見据えた施設の適正配置と市有財産の有効活用を図

ります。

・公共施設やインフラ施設を適切に保全し、長寿命化を図ること

により、ライフサイクルコストの縮減に努めます。

◎部内マネジメント

・行政評価を活用して事業の成果等を検証し、施策や事業の重点

化を図り、事業の有効性や効率性を高めるための改善に努めま

す。

第６次豊明市行政改革大綱
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・行政の役割や責任を見極め、地域の住民力や民間のノウハウを

積極的に活用し、サービスの向上を図ります。

５ 行政改革の推進 

  第６次行政改革は、第５次総合計画の計画期間とあわせ、平成

２９年度から平成３７年度までの９年間とし、行政改革の進行管

理は、本大綱に基づき策定する行政改革推進プランにより行いま

す。行政改革事業は、現場起点の発想に基づき、継続的なＰＤＣ

Ａサイクルの中から改善の取り組みとして実施していきます。

《行政改革の推進体制》

第６次豊明市行政改革大綱
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参考資料：これまでの行政改革

◎第１次行政改革（昭和６０年～平成元年）

・地方競馬開催業務の一部事務組合化 

・健康都市推進協議会と健康づくり推進協議会の統合 

・母子健康センター運営協議会及び農業改良試験場運営協議会の廃止 

 ・審議会等の委員の削減（１０審議会で実施） 

 ・給与の適正化（初任給、退職手当の削減） 

 ・定員管理の適正化（職員数２２名削減） 

 ・OA 化の推進（住民基本台帳、税等のオンライン化） 

・情報公開制度の導入（昭和６３年度に条例化） 

◎第２次行政改革（平成８年～１０年）

（１）行政経費の節減 

・公共工事コスト削減行動計画の策定      （１億１，０００万円） 

・庁内 LAN による委託費の削減 ⇒ 自庁処理化   （５，０００万円） 

・職員数の削減（６名）              （５，０００万円） 

 ・移動図書館車の廃止                 （９００万円） 

・経常経費の削減                 （６，０００万円） 

合計 ２億７，９００万円 

（２）市民サービスの向上 

・市役所出張所の設置 

 ・余裕教室の利用（児童クラブ、集会所、図書館分室） 

（３）市民参加の推進と市民活動支援 

・ワークショップ方式導入（児童館、住宅マスタープラン、生ごみ堆肥化） 

 ・市民活動室開設（NPO 支援） 

 ・監査委員に税理士登用 

◎第３次行政改革（平成１２年度～１４年度）

（１）逼迫した財政状況の改善 

・レセプト点検の拡充                （２，５９４万円）  

・口座振替済通知書の廃止              （２，１００万円） 

・公共工事コスト縮減に関する行動計画の推進   （２億５，９３２万円） 

・敬老祝金支給事業の縮小              （４，２６６万円） 

・消防職員の勤務形態の見直し            （４，５００万円） 

第６次豊明市行政改革大綱
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・樹木選定業務の業者変更                 （９６万円） 

・退職職員等の有効活用               （８，４００万円） 

・学校の余裕教室の有効利用（民俗資料室の設置）   （８，４００万円） 

合計 ５億６，２８８万円 

（２）人的資源の有効活用による行政遂行能力の向上 

・人材育成基本方針及び実施計画の策定 

・定員管理適正化計画の策定（平成１４年４月１日現在５４２名） 

・職員倫理規程の制定 

（３）市民に開かれた市政の実現 

・情報公開条例及び個人情報保護条例の制定 

・市民主導・市民参加型の「環境フェア」の開催 

（４）市民サービスの向上 

・戸籍の電算化 

・図書館の開館時間の延長 

（５）時代に即応した重要施策の積極的推進 

・ＮＰＯの育成とパートナーシップの推進 

（映画「折り梅」製作ボランティアとの協働） 

・低年齢児保育の促進（沓掛保育園、東部保育園等） 

・学校図書室の充実（司書資格を持った臨時職員を小学校に配置） 

・防災訓練及び水防訓練の強化（住民参加型の訓練の実施） 

（第３次行政改革大綱では節減目標額を３年間で５億円と設定したが、 

約５億６千万円の節減を達成） 

◎第４次行政改革（平成１６年度～１８年度）

（１）経営志向の追求 

（２）市役所改革 

（３）積極的な情報公開 

（４）顧客志向の追求 

（５）「とよあけ」ここにあり 

 （３年間で２億５，３３３万円の削減目標を設定） 

◎第５次行政改革（平成１９年度～平成２７年度）

（１）組織制度の抜本改革 

（２）減量と効率化の推進 

（３）住民自治とガバナンス・民間活力の活用 

（４）ブランド力のあるまちづくりを創造 

第６次豊明市行政改革大綱
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□第１次アクションプラン（平成１９年度～平成２１年度） 

  節減額 １，５１２，０９２千円 

□第２次アクションプラン（平成２２年度～平成２４年度） 

  節減額 １，２００，１２０千円 

□第３次アクションプラン（平成２５年度～平成２７年度） 

  節減額   １１８，５３９千円 

 ●公共施設等総合管理計画策定に関する審議（平成２６年度） 

 ●公共施設長寿命化計画策定に関する審議 （平成２７年度） 

第６次豊明市行政改革大綱
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豊明市の公共施設の適正配置

2016/12/27

資料№５
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1.　適正配置の考え方



Nagoya Institute of Technology

1.1 豊明市の公共施設マネジメントの基本方針

基本指針① 保有施設総量の縮減
　・原則、更新を除く新規の公共建築物は建設しない

　・現在ある施設の更新は、公共サービス機能を維持する方策を

　　講じながら、優先順位により数値目標に達するまで縮減

基本指針② 統廃合・複合化の推進
　・更新時には原則的に小規模施設の複合化を検討

　・優先度の低い施設は、全て統廃合の対象とし、跡地は賃貸、

　　売却によって、遊休資産を有効活用

基本指針③ 官民連携による財源の確保
　・PFI/PPP、包括委託などの官民連携を積極的に推進

基本指針④ マネジメント体制の確立
　・所管課ごとの維持管理体制を改め、部署横断的な体制を確立

★公共施設等の管理に関する基本的な考え方
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①全域利用型施設

　・市内に1 か所または数か所設置され、全市民の利用を想定
　・庁舎、図書館、文化会館、福祉体育館など

②校区利用型施設

　・小学校区をベースとして主に地域住民の利用を想定

　・学校、保育園、児童館など

③住区利用型施設
　・主に自治会単位の周辺住民の利用を想定

　・老人憩いの家、集会所など

「3 階層マネジメント法」（根本祐二氏考案、東洋大学経済学部総合政策学科教授）

1.1 豊明市の公共施設マネジメントの基本方針
★公共施設等のマネジメント方針
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★利用度評価

1.2 総量縮減のプロセス

5
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★使用調整

6

1.2 総量縮減のプロセス
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1.3 量的な観点からの検討
★用途別の公共建築物面積

延床面積の６割を占める学校の再編が不可欠

※延床面積3％に満たない施設は全て「その他」とした

総延床面積約166,000㎡
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・10％減はおおよそ1校分のボリューム
・設置基準からみると2050年までに段階的に30～40％
　程度の縮減が必要

小学校の
設置基準
（文部科学省）

★小学校全体のボリューム縮減のシミュレーション

1.3 量的な観点からの検討

※各小学校区の年少人口の減少率を各学校の2016年の児童数を掛け合せ、それを総計した
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★各小学校別の必要ボリュームのシミュレーション

・双峰、唐竹小学校が設置基準から大きくかい離している

小学校の
設置基準

（文部科学省）

1.3 量的な観点からの検討
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1. 建物の性能、利用状況からの検討
  ①　更新時期（65年）をむかえる施設
  ②　小中学校設置基準をベースに算出した｢1人当たりの
　　　必要面積」から大きくかい離している施設

2.　統合先・複合化先施設の検討
　①　小学校＋小学校

　②　小学校＋中学校

　③　建替え・更新をむかえる公共施設の複合化

★小中学校の複合化に関する検討

社会教育施設
社会体育施

設 児童福祉施設
老人福祉施

設 その他

図書館
公民館
等

博物館
等

プール 体育館
放課後
児童
ｸﾗﾌﾞ

保育所
児童館
等

特養
老人
ホーム

老人
ﾃﾞｲ
ｻｰﾋﾞｽ

障碍者
支援
施設

その他
社会福
祉施設

病院・
診療所

行政
機関

給食共
同調理
場

地域防
災用備
蓄庫

民間
施設

その
他

38 383 17 18 42 6294 97 354 0 98 10 11 3 32 99 4034 5 16

小学校施設と複合化した公共施設等の種別件数（延べ件数）（文部科学省）

1.4 学校の段階的な統合の検討
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・豊明小、沓掛小は、将来的に設置基準よりかい離していく
　ため、更新時に児童館等と複合化を検討
・三崎小は豊明中のスペースの活用（必要面積は要検討）

1.4 学校の段階的な統合の検討
★小中学校の複合化による必要ボリュームのｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ
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1.4 学校の段階的な統合の検討

・1人当たりの面積が大きいため、小中併設校の導入等
　有効的な活用を検討

★中学校の必要ボリューム（2016）

三崎小
活用分
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★用途別の公共建築物面積（統合後）

小学校４校統合で、延床面積26,400㎡（16％）程縮減
                    ※市内小学校の平均床面積6,600㎡×4校

総延床面積約139,600㎡

1.4 学校の段階的な統合の検討
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・小中学校は延床面積の59.4％を占めていることから、学校を中心とした
　適正配置の検討が必要

・児童数のシミュレーションより2050年までに段階的に30～40％程度の
　縮減が必要

　→小学生の児童数将来推計は簡易的なシミュレーションによるものであるため、

　　再計算の余地あり

・小学校４校を統合しても、総延床面積で16.0％程の縮減にしかならない
・目標の３０％縮減に向け、学校区の再編や小中併設校の導入など、
　総合的な観点からの学校配置の検討が必要

1.5 まとめ
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1.6 今後の公共施設マネジメント

・施設の再編にあたって、施設類型ごとの方針や目標が必要

・より具体的な計画となり、市民生活への影響も大きくなるため、

　市民とのコミュニケーションが必要

〔行政側〕
　・適正配置の基本理念や基本方針の検討

　・施設類型ごとの方針や方向性、スケジュールの検討

　・地域ごとの方針や方向性、スケジュールの検討

〔市民側〕
　・ワークショップ等への参加による学校複合化の事例検討

　・市の方針等案をもとに各地域コミュニティーのあり方を検討

★公共施設適正配置計画の策定
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2. 豊明市民の公共施設の需要
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2.1 地域別公共サービスの充足度
★ CASBEE地域コミュニティの総合得点

17

・公共サービスの充足度は全国平均程度
・地域の格差はそれほどない                 

広

沓掛
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2.1 地域別公共サービスの充足度
★ CASBEE地域コミュニティの総合得点と施設数の関係

広
2.1 地域別公共サービスの充足度2.1 地域別公共サービスの充足度

施設が比較的多いのに
利用していない
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2.1 地域別公共サービスの充足度
★ 1年以内の公共施設の利用状況（行政施設を除く）

・中央、舘・栄地区は利用したことがない人が多い

広
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2.2 公共サービスに対する需要の分析
★関心のある公共サービス（コレスポンデンス分析）

・子育て世代の30、40代は子育てや教育に興味
・高年齢層はくらし・環境・健康・福祉に興味

広
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★ストレス発散方法（コレスポンデンス分析）

・高年齢層女性は人と話すことでストレスを発散
・高年齢層男性は内にこもりがち

2.2 公共サービスに対する需要の分析
広
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2.3 生活圏の分析
★関わりの深い施設（コレスポンデンス分析）

・30代女性：教育施設中心　・20～50代男性、20・40代女性：生活圏が広い　
・60代：近所の生活必要施設中心　・70・80代：病院・福祉、文化・学習施設中心　

広
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★ 公共施設への交通アクセスの分析

・公共施設の縮減にあたり、交通弱者のための処置が必要

2.3 生活圏の分析
施
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★ 公共施設へのアクセスの時間

2.3 生活圏の分析
施
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★ 利用しやすい公共交通機関について（CASBEEより）

利
用
し
や
す
さ
平
均
点
（点
）

・沓掛地区が非常に得点が低い
・他地区は「やや利用しやすい（2点）」という回答が多い

2.3 生活圏の分析
広
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☆人口推移（2014年→2054年）

　・年少人口　　　：40.1％減
　・生産年齢人口：30.3％減
　・老年人口　　　：6.0％増

☆需要の結果から見る今後必要な公共サービス

・子育て世代［30、40代（主に女性）］のためのサービス
　－興味　 ：学校・子育て関係の施設

　－生活圏：学校・子育て関係施設中心。市役所の利用率が高い

　　　　　　　　車の利用率の最も高い世代で、比較的行動範囲は広い

　－趣味　：買い物や食事等外で発散

　－今後の動向：年少人口減少とともに縮小

2.4 まとめ
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☆需要の結果から見る今後必要な公共サービス

・働く世代［20～60代］・男性のためのサービス
　－興味　 ：防災・安全やまちづくり等地域の自治に興味

　－生活圏：駅や職場と関わりが強く、市外の活動が中心

　　　　　　　　車の利用率の高い世代で、行動範囲が広い

　－趣味　：スポーツ、飲酒・喫煙など

　－今後の動向：生産年齢人口減少とともにスポーツ施設の需要減少

・働く世代［20～60代］・女性のためのサービス
　－興味　 ：くらし・環境に興味

　－生活圏：生活圏から市外まで幅広い

　　　　　　　　車の利用率の高い世代で、行動範囲が広い

　－趣味　：買い物、食事、人との会話など

2.4 まとめ
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☆需要の結果から見る今後必要な公共サービス

・高齢世代［60代以上］のためのサービス
　－興味　 ：健康・福祉、くらし・環境、文化

　－生活圏：近所の生活必要施設中心となるが、年齢が上がると、

　　　　　　　　病院・福祉、文化・学習施設中心

　　　　　　　　車の利用率が減少していくため、行動範囲が狭くなる

　－趣味　：男性は内向き、女性は外向き

　－今後の動向：健康・福祉、くらし・環境、文化の需要は続く

　　　　　　　　　　　高齢者の生活圏内にこれらの施設が必要

　　　　　　　　　　　施設の維持が困難な場合、学校の活用または、

　　　　　　　　　　　交通サービスの拡充が必要

2.4 まとめ
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3 . 公共施設の利用者・利用目的の分析
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3.1 施設利用者の特性分析
★豊明市民の方の施設別利用率

30

広

・文化会館・図書館および各地域の集会施設の利用率が高い
※施設利用率：豊明市民回答者477人の1年間の施設の利用率

居住地の近くに
ある施設
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3.2 地区別の特性
施

・地区ごとのアンバランスはあまり見られない

※グラフ内数値：地区別利用人数/地区人口
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3.3 年齢別の特性
施

・全体的に60歳以上の高齢者の利用者の割合が高い
高齢者層
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3.4 性別の特性
施

・全体的に女性の利用者の割合が高い
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3.5 利用頻度の特性
施

・全体的に利用者の利用頻度が高い
・他市の調査では月1回以上の利用者は2～3割
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3.5 利用目的の特性
施

・各施設において利用目的が重複したものが多い
・講演・教室、趣味共有のニーズが高い
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★世帯年収による使用目的のグルーピング（クラスター分析）

300～499万

年収なし

500～699万

700～899万

900～999万

1000万～

0～299万
低年収
グループ

中年収
グループ

高年収
グループ

0 5 10 15 20 25

・利用目的の選定の類似性を年収別にグルーピング

距離

施
3.5 利用目的の特性
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★世帯年収グループ別利用目的の傾向

37

低～中年収層の利用者　：　私的利用に価値を感じる（趣味・本）
高年収層の利用者　　　　：　公的利用に価値を感じる（会議・講演）

施
3.5 利用目的の特性
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☆豊明市民の方の施設別利用率

・文化会館・図書館および各地域の集会施設の利用率が高い

・多くの施設が市民全体（抽出したサンプル）の10%程度

☆各施設の利用者の特性

・地区ごとのアンバランスはあまり見られない

　→多くの利用者が車であり、アクセスの障害が比較的少ない

・全体的に60歳以上の高齢者の利用者の割合が高い
・全体的に女性の利用者の割合が高い

・全体的に利用者の利用頻度が高い

　→他市の調査では月1回以上の利用者は2～3割
　→常連さんに回答を依頼した可能性もある

3.6 まとめ
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☆利用目的の特性

・各施設において利用目的が重複したものが多い

・講演・教室、趣味共有のニーズが高い

・利用目的は年収との関係性が高い

　－低～中年収層の利用者：　私的利用に価値を感じる（趣味・本）

　－高年収層の利用者　　　：　公的利用に価値を感じる（会議・講演）

3.6 まとめ
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4 . 各公共施設の施設満足度
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4.1 施設利用者の満足度
★施設の環境

41

・評価の低い施設は勅使会館・改善センター
・全体的に評価の低い項目は「温熱環境」

施
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施

★施設のサービス

・評価の低い施設は勅使会館・改善センター
・全体的に評価の低い項目は「充足度」

4.1 施設利用者の満足度



Nagoya Institute of TechnologyNagoya Institute of Technology

参考資料
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豊明市民を対象とした
　　　公共建築物に対する意識調査（広域調査）

・地区別に公共サービスの充足度の評価

・年齢・性別別に住民の公共サービスに対する需要

・日常生活における公共施設との関わりを把握
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★ 調査対象

(1)調査の概要

★ アンケートの実施スケジュール

時期 内容

8月2日、4日、5日 アンケートのポスティング

8月31日 アンケート締切

9月上旬 アンケート入力作業完了

9月下旬～ アンケート分析

45

・豊明市民の皆様（1000部）
・豊明市を500m角のグリッド
　にわけ、均等に配布

・グリッド内は無作為に配布
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(2)アンケート概要

★ アンケートの構成

目次 項目

Ⅰ . 個人の属性 年齢,性別,職業,学歴,居住地区,居住年数,年収,
家族構成,健康状態

Ⅱ . 住まいの地域 CASBEE,関わりの深い施設,
関心のある公共サービス,公共施設の問題について

Ⅲ. 公共施設の利用状況 17施設の利用状況→利用しない理由,
  　　　　　　　 →利用する頻度・時間・理由

46
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★ アンケートの構成

(2)アンケート概要



(3) アンケート配布数と回収数

豊明 中央 沓掛 双峰 大宮 唐竹 三崎 舘 栄 合計

配布数(部) 104 143 323 60 96 60 60 60 94 1000

回収数(部) 60 58 154 23 49 29 29 28 47 477

回収率(％) 57.7 40.6 47.7 38.3 51.0 48.3 48.3 46.7 25.0 47.7

★ アンケートの回収率

★ アンケート回答者の属性
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公共施設利用者を対象とした利用実態調査

・市民開放型の公共施設利用者を対象として、

　利用者の特徴、目的、頻度等を把握する

①中央公民館、②勅使会館、③南部公民館、④文化会館、

⑤図書館、⑥図書館栄分室、⑦福祉体育館、⑧勤労会館

⑨農村環境改善センター、⑩総合福祉会館、⑪老人福祉センター

対象施設



Nagoya Institute of Technology

★ 調査対象

★ アンケートの実施スケジュール

50

時期 内容

5月11～13日 各施設の視察、アンケートの説明とヒアリング

5月30日 アンケート調査票の各施設への配送

6月1日 各施設でのアンケート配布開始

6月14日 １次回収（車で各施設に回収）

7月15日 最終回収（郵送）

・民開放型公共施設11ヶ所 
・対象は豊明市在住の成人のみ配布

(1)調査の概要
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★ アンケートの構成

★ アンケート方法

51

・各施設へアンケート調査票を送付

・受付の方にアンケート調査票の

  配布依頼

目次 項目

Ⅰ. 個人の属性 年齢,性別,職業,学歴,居住地区,居住年数,年
収

Ⅱ. 利用している
     公共施設について

施設での利用時間・交通手段・施設の環境につ

いてなど

(1)調査の概要
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(2)アンケート概要
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★ アンケートの回収率

対象施設名 築年度 配布数

中央公民館 1972 200
南部公民館 1988 200
文化会館 1993 200
図書館 1980 200
図書館栄分室 1998 50
福祉体育館 1977 100
老人福祉センター 1977 50
改善センター 1978 100
総合福祉会館 1989 200
勤労会館 1990 300
勅使会館 1979 100

配布数　　　　　：　1700部
回答数　　　　　：　1191部（70.9％）
有効回答数　　：　1069部（62.9％）

(3) アンケート配布数と回収数


